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1 .はしがき
財を私的財と公共財とに分類する。私的財とは、 Samuelson[11:によ
れば、その社会の件何人が，それぞれの財を排他的に消費するような財で
ある C 公共財の定義に関しては，現在明確な解符が与えられていない。こ
こでは，公共財を「共同消費J(joint consumption)および「排除不可能
性J(non-excludability)という二つの性質を持つ財と定義する O
「共同消費Jとは. Selmuelson [11 Jによれば， I弁何人の財の消費が
他の人々によるその財の消費を削減しないという J三味において，すべての
人々が、共同して字受する財であるjことを忠味ーする O
「排除不可能性」とは， Dorfman [3 Jによれば， I財・サービスのな
かにはひとたび利用可能になると，その財・サービスの供給に対して対佃i
を支払おうが支払うまいが，その財・サービスの享受を誰も排除されないJ
ことを志;味する O
公共財は後者の性質により，その費用負担の問題ともからんで‘各消費
者が自己の選好をi正直に顕ぷしないから，本質的に市場的解決の不可能な
財である C
公共支出ないし公共財の供給に関する公共経済学の課題f:t，根岸=9 J 
により，次の三段階にわけで考えてみることができる O
(1) まず，公共財の最適供給条件をあきらかIこすることであり，これは、
経済の最適な編成，運用を論ずる厚生経済学の任務である O
(2) 次に、公共財の供給に関する社会的意思決定を行う政治的・行政的
機構の分析解明を通じて，どのような場合にどれだけの公共財が供給され
るのかをあきらかにすることである O ミれは、 I行場機構により供給される
lfì~ 川1 ~; (経済・経?ミヴ¥:f，n)
通常の私的財につし、て競争f{)i;仁rtJ場，'t{占的な市場、 1'l(r当的市場などを分
析するfI市格理論に対応するものである G
(3) 最後に， (1)と(却を総合することにより，と、のような政治的・行政的
な機構が公共財の供給に関して最適であるのかをあきらかにし，かつ特定
の政治的・行政的機構について公共財の供給がどのような意味で，どの程
度に最適でないのかを検討することである O
現在の公共財の理論v士、‘ (2)の議論が不足しているために，ほとんと:(3)へ
進めることができず，多くの議論は(1)にとどまらざるを得ない。
この小論は司公共財の理論を(2)，(3)へ進めている BowenC 2 JとNegishi
C 8 Jの論文を1J心として，公共財の数がIIL ‘の場合、その供給の問題が，
投票機構1)により，どのように解かれているかを検討することである口た
だし，運営費用 (transactioncost)2)は考慮しない。
2. 公共財の最適供給量
2.1 公共財の最適供給条件
1人の消費者‘ 1私的財および 1公共財を想主する。 消費者αが消費す
る私的財の量および公共財の量をそれぞれ X1"，X2α で表わす。私的財の
総供給量を X1，公共財のそれをんとする。 在、的財と公共財の条件は、そ
れそ、れ (2.1.1)と (2.1.2)で表わされる。
λ'1 = LJ X1
α 
X 2 = X2" (α= 1， 2，…， 1) 
消費者dの効用関数は次の式で示される G
(2.1.1) 
(2.1. 2) 
ua=Ua(X1a， x/) (α=1， 2，…， 1) (2.1.3) 
ただし， [("は連続微分 IIJ能，狭義の ~jí.調増加、強i芋川であるとする)
1 )投票機構とは限定された少数例の問題につL、て.社去の!}，(tiがfnJらかの形で判断
を明示し、それを社会全体としてあらかじめきめられたルールで量的に集計するシ
ステムである。村上・熊谷・公文 1.7 j p. 151. 
:2)運営費用は①排除の費用‘:b!コミュ二ケーンヨンお上び情報の費用 3'ド均衡の
貸用を合む。 ArrowL 1 J pp. 17-1が.
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社会的変換関数は ìj~ の式で、示される。
(2.1.4) T(Xl. X2) =0 
Tは連続微分可能，狭義の単調減少， [I-lJであるとする O???
ハレ{ト最適条件を求める。
(2.l.5) ζ， ou“/oλγ oT;δん' → '~18lia/8x/ -8T/8x1 
これが公共財についての最適供給条nであり，公共財と私的財について
の十字消費者の|批界代替卒を社会全体について合計した他が，社会の限界変
j~~ 、十九fこ等しいことを立味する O あるいは，私的財をニュメレールとするな
らば、 ÍI"'í 人の公共財の I;l~ 叫Jf仙の総干IJが、公共財の生庄のi民民費肘に手し
L 、と=J~J3L してもよ L、ロ
公共財の最適供給量2.2 
130wenモデルをi誕砂jするために，次の二つのことを1hZ'ギナる D
公共財の量
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(1) 社会的変換関数 (2.1.-1)は線型である。
(2) 各消資者の公共財と私的財の限界代替率;土‘私的財から独立であるロ
(1)により，公共財の限界費用 (MC)は一疋になるヮ (2)により，すべての
個人にとって、公共H1の限界評価し7'v1V勺 l土、すべての公共財の量に対し
て、弘的財のEIi:に[主H系なくーぷ的iこ確iむされ、公共財と私的財の限界代替
卒逓械により右 fi)の曲線になる G 弟 I叫には，横軸iこ公共財の量を，縦
中r!lにその|技界費用と限界言判Iftiをとる口公共財の最適供給量は，2JMV" = 
lvICあるいは 2 九lva/n士 MC/Jlを満すοEである口
3. Bowenモデル
3.1 Bowenモデル
与伽1人が「一人一票」とLづ形で公共財の供給量の決定に「直接参加」
する場合，最適量を決定する可能性が存在するかどうかを、 Bowen C 2 J 
にしたがって検討する。彼;主次のような仮定をおく O
(1) 社会のすべての何人法実際に投票し、九州人は什己の限界評価と白
己の限界負担費叫が一致する詰:に投票する G
(2) 公共財の供給量に関係なく，費用はすべての個人の問で、平等に分担
される G すなわち，各個人の限界負担費用は lVIC/nである O
ゆ) 個人の限界評価曲線は，干均社会的以界評価曲線2JMvajnを最頻
値曲線として対称型に分布している。
{iX:，じゅ);1;大のことを述べている O 第 2LXlの横紬上の点Zの上tこ法線をた
て， 各剖l目山;;以一~界=計、i判l
らの交点がその法線 Lで、dを最矧値としザてCJI正i規分布している 3)
(勾 投票の最頻偵を社会的決半とする O
このような仮定のもとで、投票が行われた場合，個人は第2凶のOB，0 
Eあるいは OAなどに投票するが，OEの得票数は他のどの量の得票数
::3)ただし，限界評価の最低値はゼロだから，公共財の量が比較的大きいところでは，
長頻値は平均値より r卜さい。 Bowen[2寸 I入 3S.
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よりも多い。故に，投票の最頻値は最適量と一致するから Bowenは，
政府が投票の最頻値を供給すべきであると提案する O
3.2 問題点
Bowenモデルによれば， 公共財の最適供給量を知ることはできるが，
次のような問題点が存在するり O
(1) 個人の限界評価曲線が正規分布の場合に限定されている O
(2) 投票の最頻値は相対的多数にすぎないので，それを社会的な決定と
することに対しては不満が存在する O
(3) 公共財の供給量を投票によって決定する場合，費用の負担を税金の
形で強制的にわりあてる以上，市場機構による決定とは異なり不利になる
4) Samuelson [11 J p.3:'，9， N egishi = 8] p. 321，村上、6" pp. 21-23. 
Hifi :，".11 月一(経済・径叩b~i 
{同人が{Hl:する口
(引 投票iちIJは，人と人の間のr(Uif的相互 i二jbと)寸政治過程のエッセン
スを捨ててしまっている危険が少くなし、
l5) j孟ιJZ，投票者は白己の1号室Jする公共財の泣iこ投票するのではなく，
それの供給主体で、ある政府によって提案された註iこ，反対か賛成かを投票
するのである。投票者の選択は，ゼロか政府の提案した量のどちらかであ
るコ故に、投票の結果(土最適であるとLづ保証はない。 Bowenモデルの
恨本i刊なχ;i;土， 公共財の供給主体である政府に，最適量である最頻値を
供給する誘因あるいは動機が存在するかどうかを説明していないことであ
マ
r~) ご1
Dorfman [3 Jは，投票者は社会的な決定を白己:ことって有利にするた
めに司戦略的な行動をとるので，公共財の供給j出土過大になると批判して
いる。 しカ通し司 Negishi C 8 Jが反論しているように、 平均値ではなく最
!ifi[在が社会的な決定として採用されるのだから，投芸者i土戦略的な行動を
とっても無駄で、ある c したがって， DorfmanのBowen批判はあやまりで
ムマつ00
4. Negishiモデル
現代の民主主義社会においては，政府は政党iこ基礎をおき，したがって，
政府の行動は政党の行動によって左右されると考えられる。このことを考
唱して， I'¥egishi [8 Jは， Bowenモデルiこ対する批判のうち(2)と(5)に応
えるために， 「二大政党モデル」を展開し，政権を求めて競争する二大政
党のいずれかにより政府が構成される場合には.政党問の窃争を通じて公
共財の供給量は最適化されるということを示したD
4.1 Negishiモデル
第 1政党と第 2政党という二つの政党の存在を仮定するc 第一1(2)政党に
よって計画された公共財の供給量を x(y)，第 1(2)政党の支持率をF(G)
とする D 棄権が無いとすれゴ，投票者はxとyのいずれかを選択しなけれ
ばならないので，
投票機構による公H-Jの供給 Hi7 
F(x， y)ートG(x，y)=l (4.1.1) 
が呪ょする。政党のイデオロギーについて次のような仮定をおく口第 1政党
ほ第2政党よりもつねに公共財をより多く供給しようとする O このような
な味で， I~tr者を社会主義政党 (social party)，走者を白由主義政党(liberal
party)とよぶ。これを定式化すれば，
x三y (4.1.2) 
ζ 〆J:00 
投票者の行動を次のように仮定する O 公共財に対する安が x(y)よ
け大きい(小さし、)人は，すべて沼 1(2)政党を支持する G 第 1政党を支持
する人は，第2政党を支持する人よりもつねに大きい主を需要するよう
に xとyの中間の量を需要する人は，二つの政党の間で連続的に分割さ
れるo FとGは連続微分可能な関数である o 第3図i工第2図をもとにして
描かれ，個人の耳要分布を示す。公共財の量は検事hに，個人の需要密度は
仇袖にはかられるO
xとyが第3図のように表わされるとき ，AとDの間の量を古要する投
票者は第 1政党を支持し，BとDの間の主を芯要する投票者は第2政党を
支持する。 Fは面積ACDを， Gは面積CDBを表わす。点Eは最適点を
????
Y D X E A 
公共qtの量
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示す。各個人は，公共財の供給量の決定に「一人一票」とL、う形で「間接
参加」ずることになる O
政党の行動を次のように考えるO 政党は政権の座にないときは，政権を
獲得するために得票最大化行動をとり，政権を獲得するために必要な最小
の支持率50パーセントを得た後は，イデオロギーの満足を最大にしようと
するO
政権獲得のミニマムの条件は F=1/2あるいは G=1/2だから，F-
1/2>0ならばxは増加し， G -1/2>0ならばyは減少する。 (4.1.1)を
考慮すれば，G-1/2=ー (F-1/わだから，F-1/2<0ならばyは減少
する。政党の行動は次の自律系の微分方程式で表わされる。
C;~ = H 1 ( F -~ i +H 2 (y -x) dt --.l ¥ - 2 ) 
dLHJF-斗+H4(X-y) dt ¥2 )
(4.1.3) 
ここで tは時間を表わす。 Hj(i=l，…， 4)は次の条件を満す連続微分可
能な関数であるo F-1/2>0ならば H1>0，F-1/2豆Oならば H1二
0、F-1/2とOならば H3=0、 F-1/2くOならば H3<0であるo H1 
と H3は非減少関数であり ，H2 と H4は符号を変えない増加関数であ
るO
条件 (4.1.2)は (4.1.3)の解によって 4常に満される O なんとならば，も
し変化があるとすれば x=yのとき xは増加するかあるし、はyは減少す
るかのいずれかだからであるO 第3図から，F-1/2=0かつ x=yを満さ
なければならない徴分方程式 (4.1.3)の唯一の特異点 (singularpoint)5J 
は最適点Eである O
yが第3図のBにあると仮定する o XがBあるいはBとEの間にあるな
らば，F-1j2>0であり， (4.1.めからの/dt>OであるD 他方 xが
Aの近くにあるならば x-yは非常に大であり ，F-1/2は負の可能性
があるが，その絶対値は小であろう O したがって，H4は H3を圧倒す
5) H1(F -1/2)十H2(y-x)ニ Oかっ H3(F-lj2)+H4(x-y)=Oを満す点 (x，y) 
を徴分方程~\ (4.1.3)の特異点という。
投票機構による公財の供給 lβ~J 
るとおもわれるので，dy/dt>uと仮定しでもさしっかえなL、。同様に，
xがAにあると仮定するo YがAあるいはAとEの間にあるならば，F-
1/2く0であり， (4.1.めから dx/dtくOである O 他方，yがBの近くに
あるなら;i，y-xの絶対1品工非常にたであり、 F-l/2は正の可能性が
あるが、 小であろう D したがって、 H2は Hlを圧倒するとおもわれる
ので、 dx/dt<uと仮定してもさ Lっかえなさい。
政党を経常ずる人も投票者だから， (4.1.3)の解の初期条件は，第4艮i
の閉集合PQR内に限定される。 x=y，x=Aおよび y=Bの場fTにおけ
ると述の考察から、 解はつねに集台 PQR :AjIこ存在する c したがって，
Bendixsonの走理心から， (4.1.3) の解は特異点あるいは極限閉軌道
g 
第 4 図
6 ) Bendixsonの定理:微分ブJ程式 (L1.3)の積分曲線が tづっ?に対して有限領域
PQR内にあり，かつ，PQR内に特異点が存在しないならば，その積分曲椋は閉
曲線であるか，あるいは、閉じた積分曲線に収束する Levinson and ~mith 
5 J p. 386. 
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(limi t cycle) 7)に収束する。しかし，Eが唯一の特異点だから極限閉軌道
は存在しなし、。これは次のようにして証明される O 集合PQR内に極限閉
軌道が存在すると仮定するロ関数 Hj(i=l，…，めについての仮定とaFja.ピ
<0，θF/ayくOから
aH， ， 8Hヮ 8H~ ， aHJ 1 十三十 "'~3 十 三くO
8x ' 8x ' 8y ， 8y (4.1.4 
である。ゆえに， Poincareの安定条件8)
({J~1 +U~12+ 十 4)dtく0JXOH1θH20AOH  
0¥8x ' 8x ' 8y ， 8y) (4.1.5) 
がj前される O ただしTは崩期である O ここでつの極限閉軌道が存在す
るならば，中間に不安定な極限閉軌道が存在するD これはわ11Lじareの'li，
定条件と矛盾する口故に，安定な極限閉軌道はユニークである O 次に、極
限i羽軌道の内部にある点を考えよう D この点をとおる (4.1.3) の解は，
t →叫に対して極限閉軌道に収束するが，t →ー に対しては極限閉軌道
の内部の特異点に収束しなければならなし、。これは，Eが唯一の特異点で
あるということに矛町するo したがって， (4.l.3)の解に対してl唯一のlif
能な極限は点Eである。そこでは， r~.j政党は公共財の最適量を供給するこ
とを計画jし，投票者の 1/2ずつの支持を得る。この場合，最適資源配分の
観点から，どちらの政党が政権を担当しようとも無差別である O
4.2 問題点
Negishiモデルには Bowenモデルの問題点(1)，ゆ)および(会)以外にiJこ
のような問題点が存在する。
(1) Dorfman C 3 Jが扱かっ亡し、るように，政府や政党が提案する政策
すなわら公共財は， j手数個ではなく複数ft，'lである O その場合，二大政党政
7) )j程式(-1.1.3)の極限閉軌道は次のように定義される。 [x(I)，y(t)}を}j程式
(4.1.3)の周期解としこの解がり，y)平面においてえがく閉曲線をKとする。
解(x( t )， y(t)) (およひ、軌道K)が極限閉軌道であるというのは，曲線Kからの距
離が ρより小でかつK上にないどんな点に対しでも， その点をとおる方程式 (4.
1.3)の解は周期解にならないように正の数 ρがとれることである。ポントリャー
ギン著，千葉克裕訳 ClOJp. 216. 
8) J. J. Stoker [13J pp. 253-258. 
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治がおこなわわノたとしても‘各政党の政策がハレート最適な政策に収束す
るかどうかは不明である。
(2) 政党の行動は，選挙における有権者の支持に左右されると仮定され
ているのしかし政党の行動は，有権者の支持だけでなく，圧力団体，新
聞，世論などの影響もうける O これらの影響は，政党が政策を決定する場
合，無慌できるほど小さいものではなし、。したがって，政党の行動仮説に
問題がある O
5. む す び
我々は五つの仮定
(A -1 )私的財公共財、 n何人が存在する O
(A---2) 
(A---3 ) 
(A → "1 ) 
(A--5) 
分担される O
社会的変換関数は線型である O
公共財と私的財との限界代替率は私的財から独立である C
f何人の公共財の限界評価曲線は正規分布している O
公共財の供給のための費用は‘すべての伺人の問で平等に
のもとで，次の二つの結論を得た。
(c--1 ) 各個人が自己の最も選好する公共財の量に投票するなら
i工‘ 公共財の最適供給量は，投票の最頻値によって示されるo (Bowen 
[ 2 J)
(c--2 ) 各個人が白己の支持する政党に投票するならば，政権をよ
めて競争する二大政党のいず、れかにより政府が構成される場合には，公共
財の供給量は最適化されるo(Negishi [8 J) (1975.5.4) 
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